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参考資料：厚生労働省老健局発 

・「令和６年度介護報酬改定における改定事項について」 

・「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(vol.1)」（令和 6 年 3 月 15 日） 

・「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(vol.3)」（令和 6 年 3 月 29 日） 

・「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(vol.5)」（令和 6 年 4 月 30 日） 

・「介護保険施設等運営マニュアル（令和４年３月） 

 

 

 

 

※当資料は主な改正点及びＱ＆Ａのみの記載となっておりますので、

詳細は厚生労働省の各種通知、参考書等を確認していただきますよ

うお願い申し上げます。 



令和６年度 報酬改定の概要（厚生労働省資料より） 

人口構造や社会経済状況の変化を踏まえ、「地域包括ケアシステムの深化・推進」「自立

支援・重度化防止に向けた対応」「良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやす

い職場づくり」「制度の安定性・持続可能性の確保」を基本的な視点として、介護報酬改

定を実施。 

１．地域包括ケアシステムの深化・推進 

認知症の方や単身高齢者、医療ニーズが高い中重度の高齢者を含め、質の高いケアマネジ

メントや必要なサービスが切れ目なく提供されるよう、地域の実情に応じた柔軟かつ効率

的な取組を推進 

・質の高い公正中立なケアマネジメント 

・地域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組 

・医療と介護の連携の推進 

 ・在宅における医療ニーズへの対応強化 

 ・高齢者施設等における医療ニーズへの対応強化 

 ・高齢者施設等と医療機関の連携強化 

・看取りへの対応強化 

・感染症や災害への対応力向上 

・高齢者虐待防止の推進 

・認知症の対応力向上 

・福祉用具貸与・特定福祉用具販売の見直し 

２．自立支援・重度化防止に向けた対応 

高齢者の自立支援・重度化防止という制度の趣旨に沿い、多職種連携やデータの活用等を

推進 

・リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組等 

・自立支援・重度化防止に係る取組の推進 

・LIFEを活用した質の高い介護 

３．良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり 

介護人材不足の中で、更なる介護サービスの質の向上を図るため、処遇改善や生産性向上

による職場環境の改善に向けた先進的な取組を推進 

・介護職員の処遇改善 

・生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境づくり 

・効率的なサービス提供の推進 

４．制度の安定性・持続可能性の確保 



介護保険制度の安定性・持続可能性を高め、全ての世代にとって安心できる制度を構築 

・評価の適正化・重点化 

・報酬の整理・簡素化 

５．その他 

・「書面掲示」規制の見直し 

・通所系サービスにおける送迎に係る取扱いの明確化 

・基準費用額（居住費）の見直し 

・地域区分 

 

居宅介護支援の改正点（抜粋） 

①居宅介護支援における特定事業所加算の見直し 

〇居宅介護支援における特定事業所加算の算定要件について、以下の見直しを行う。 

【告示改正】 

ア．多様化・複雑化する課題に対応するための取組を促進する観点から、「ヤングケアラ

ー、障がい者、生活困窮者、難病患者等、他制度に関する知識等に関する事例検討会、

研修等に参加していること」を要件とするとともに、評価の充実を行う。 

イ．（主任）介護支援専門員の専任要件について、居宅介護支援事業者が介護予防支援の

提供や地域包括支援センターの委託を受けて総合相談支援事業を行う場合は、これらの

事業との兼務が可能である旨を明確化する。 

ウ．事業所における毎月の確認作業等の手間を軽減する観点から、運営基準減算に係る要

件を削除する。 

エ．介護支援専門員が取り扱う１人当たりの利用者数について、居宅介護支援費の見直し

を踏まえた対応を行う。 

【単位数】 

＜現行＞             ＜改定後＞ 

特定事業所加算（Ⅰ）505単位/月     特定事業所加算（Ⅰ）519単位/月（変更） 

特定事業所加算（Ⅱ）407単位/月     特定事業所加算（Ⅱ）421単位/月（変更） 

特定事業所加算（Ⅲ）309単位/月     特定事業所加算（Ⅲ）323単位/月（変更） 

特定事業所加算（Ａ）100単位/月     特定事業所加算（Ａ）114単位/月（変更） 

【算定要件】→別紙資料１ 参照 

【Ｑ＆Ａ】 

問116 

「家族に対する介護等を日常的に行っている児童、障がい者、生活困窮者、難病患者等

の高齢者以外の対象者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加して

いること」について、自ら主催となって実施した場合や「他の法人が運営する指定居宅

介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等を実施」した場合も含まれるか。 

（答）含まれる。 



問117 

「家族に対する介護等を日常的に行っている児童、障がい者、生活困窮者、難病患者等

の高齢者以外の対象者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修会に参加して

いること」について、これらの対象者に対し支援を行った実績は必要か。 

（答）・事例検討会、研修会に参加していることを確認できればよく、支援実績までは要 

しない。 

   ・なお、当該要件は、介護保険以外の制度等を活用した支援が必要な利用者又はそ

の家族がいた場合に、ケアマネジャーが関係制度や関係機関に適切に繋げられる

よう必要な知識等を習得することを促すものであり、ケアマネジャーに対しケア

マネジメント以外の支援を求めるものではない。 

厚生労働省「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(vol.1)」（令和6年3月15日）より 

 

②入院時情報連携加算の見直し 

〇入院時情報連携加算について、入院時の迅速な情報連携をさらに促進する観点から、現

行入院後３日以内又は入院後７日以内に病院等の職員に対して利用者の状況を提供した場

合に評価しているところを、入院当日中又は入院後３日以内に情報提供した場合に評価す

るよう見直しを行う。その際、事業所の休業日等に配慮した要件設定を行う。【告示改

正】 

【単位数・算定要件等】※（Ⅰ）、（Ⅱ）いずれかを算定するもの 

入院時情報連携加算（Ⅰ） 

＜現行＞ 

入院時情報連携加算（Ⅰ）200単位/月 

利用者が病院又は診療所に入院してから３日以内に、 

当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必 

要な情報を提供していること。 

 

 

＜改定後＞ 

入院時情報連携加算（Ⅰ）250単位/月（変更） 

利用者が病院又は診療所に入院した日のうちに、当該病院 

又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提 

供していること。 

※入院日以前の情報提供を含む。 

※営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合は、入院日の翌日を含む。 

 

入院時情報連携加算（Ⅱ） 

＜現行＞ 

入院時情報連携加算（Ⅱ）100単位/月 

利用者が病院又は診療所に入院してから４日以上７日 

以内に、当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者 

に係る必要な情報を提供していること。 

 



＜改定後＞ 

入院時情報連携加算（Ⅱ）200単位/月（変更） 

利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日に、当該病院又は診療所の職員に

対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。 

※営業時間終了後に入院した場合であって、入院日から起算して３日目が営業日でない場

合は、その翌日を含む。 

【Ｑ＆Ａ】 

問118 

入院日以前の情報提供については、入院何日前から認められるか。 

（答）特段の定めは設けていないが、情報提供日から実際の入院日までの間隔があまりに

も空きすぎている場合には、入院の原因等も踏まえた上で適切に判断すること。 

問119 

入院時情報連携加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）について、入院したタイミングによって算定可能

な日数が変わるが、具体的に例示されたい。 

（答）下図のとおり。 

☆…入院   ★入院(時間外)   →情報提供 

 営業日 営業日以外 営業日以外 営業日 営業日 営業日以外 営業日 

（Ⅰ） ☆ 

★ 

 

 

 

 

 

★ 

 

 

 

★ 
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（Ⅱ） ☆ 

★ 
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★ 
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厚生労働省「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(vol.1)」（令和6年3月15日）より 

 

③他のサービス事業所との連携によるモニタリング 

○人材の有効活用及び指定居宅サービス事業者等との連携促進によるケアマネジメントの

質の向上の観点から、以下の要件を設けた上で、テレビ電話装置その他の情報通信機器を

活用したモニタリングを可能とする見直しを行う。【省令改正】 

ア 利用者の同意を得ること。 

イ サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治医、担当者その他の関

係者の合意を得ていること。 

ⅰ 利用者の状態が安定していること。 

ⅱ 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること（家族のサポートがある

場合も含む）。 



ⅲ テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報について、他のサ

ービス事業者との連携により情報を収集すること。 

ウ 少なくとも２月に１回（介護予防支援の場合は６月に１回）は利用者の居宅を訪問す

ること。 

【Ｑ＆Ａ】 

問106 

テレビ電話装置等を活用したモニタリングについて、訪問介護員が訪問している間に、

テレビ電話装置等の準備をすることは可能か。 

（答）訪問介護の提供に支障が生じない範囲で、例えばＩＣＴ機器のＯＮ／ＯＦＦ等の協

力などを行うことは差し支えないが、具体的な実施方法や連携方法等は、あらかじ

め指定居宅介護支援事業所と訪問介護事業所とで調整すること。また、協力・連携

の範囲について、利用者の要望や目的によっては、適切ではない場合等もあると考

えられるため、その必要性等については、状況に応じて判断する必要がある。 

問107 

居宅サービス計画又は介護予防サービス計画（以下「居宅サービス計画等」という。）

を作成後、初回のモニタリングについてもテレビ電話装置等を活用して行うことは可能

か。 

（答）要件を満たしていれば可能であるが、居宅サービス計画等の実施状況を適切に把握

する観点から、初回のモニタリングは利用者の居宅を訪問して行い、その結果を踏

まえた上で、テレビ電話装置等を活用したモニタリングが可能かどうかを検討する

ことが望ましい。 

問108 

情報連携シートの項目はすべて記載する必要があるか。 

（答）テレビ電話装置等を活用したモニタリングのみでは収集できない情報について、居

宅サービス事業者等に情報収集を依頼する項目のみを記載すればよい。 

問109 

サービス事業所に情報収集を依頼するにあたり、情報連携シートではなく、民間の介護

ソフト・アプリの記録機能を活用する方法は認められるか。 

（答）情報連携シートは様式例であるため、必ずしもこの様式に限定されないが、介護ソ

フト・アプリの記録機能を活用する場合においても、情報連携シートの項目と照ら

し、指定居宅介護支援事業者と居宅サービス事業者等の連携に必要な情報が得られ

るようにすること。 

問110 

利用者に特段の事情がある場合には１月に１回（介護予防支援の場合は３月に１回）の

モニタリングを行わなくてもよいが、利用者が使用するテレビ電話装置等トラブルによ

りモニタリングが実施できなかった場合は特段の事情に該当するか。 

（答）該当しない。この場合は、利用者の居宅への訪問によるモニタリングに切り替える

こと。 

問111 

文書により利用者の同意を得る必要があるが、重要事項説明書等にチェック欄を設ける

などの対応でも差し支えないか。 

（答）利用者やその家族に対し、テレビ電話装置等を活用したモニタリングについて、そ



のメリット・デメリットを含め十分に説明した上で、チェック欄にチェックを入れ

ることにより同意を得ることは差し支えない。 

厚生労働省「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(vol.1)」（令和6年3月15日）より 

問5 

テレビ電話装置等を活用してモニタリングを行う月において、サービス利用票（控）に

利用者の確認を受ける方法としてどのようなものが考えられるか。 

（答）訪問によるモニタリングを行う月において、直後のテレビ電話装置等を活用してモ

ニタリングを行う月の分もサービス利用票（控）を持参し確認を受ける方法や、電

子メール等により確認を受ける方法等が考えられる。 

厚生労働省「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(vol.3)」（令和6年3月29日）より 

 

④通院時情報連携加算の見直し 

〇通院時情報連携加算について、利用者の口腔衛生の状況等を適切に把握し、医療と介護 

の連携を強化した上でケアマネジメントの質の向上を図る観点から、医師の診察を受ける 

際の介護支援専門員の同席に加え、利用者が歯科医師の診察を受ける際に介護支援専門員 

が同席した場合を同加算の対象とする見直しを行う。【告示改正】 

【単位数】 

＜現行＞           ＜改定後＞ 

通院時情報連携加算 50単位   変更なし 

【算定要件等】 

利用者の病院又は診療所において医師又は歯科医師の診察を受けるときに介護支援専門員 

が同席し、医師又は歯科医師等に対して当該利用者の心身の状況や生活環境等の当該利用 

者に係る必要な情報の提供を行うとともに、医師又は歯科医師等から当該利用者に関する 

必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合は、利用者１人につき 

１月に１回を限度として所定単位数を加算する。 

 

⑤ターミナルケアマネジメント加算等の見直し 

〇ターミナルケアマネジメント加算について、自宅で最期を迎えたいと考えている利用者 

の意向を尊重する観点から、人生の最終段階における利用者の意向を適切に把握すること 

を要件とした上で、当該加算の対象となる疾患を末期の悪性腫瘍に限定しないこととし、 

医師が一般に認められている医学的知見に基づき、回復の見込みがないと診断した者を対 

象とする見直しを行う。併せて、特定事業所医療介護連携加算におけるターミナルケアマ 

ネジメント加算の算定回数の要件についても見直しを行う。【告示改正】 

【算定要件等】 

〇ターミナルケアマネジメント加算  400単位 

＜現行＞ 

在宅で死亡した利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る）に 

対して、その死亡日及び死亡日前14日以内に２日以上、当該 

利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問し、 

当該利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅 



サービス計画に位置付けた居宅サービス事業者に提供した場合 

 

 

＜改正後＞ 

在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケアの方針に 

関する当該利用者又はその家族の意向を把握した上で、その 

死亡日及び死亡日前14日以内に２日以上、当該利用者又は 

その家族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問し、当該 

利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス 

計画に位置付けた居宅サービス事業者に提供した場合 

 

⑥業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入 

〇感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体

制を構築するため、業務継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から、感染症若しく

は災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、基本報酬を減算する。【告示

改正】 

【単位数】 

＜現行＞    ＜改定後＞ 

なし      業務継続計画未実施減算 

        施設・居住系サービス 所定単位数の100分の3に相当する 

                   単位数を減算（新設） 

        その他のサービス   所定単位数の100分の1に相当する 

                   単位数を減算（新設） 

【算定用件等】 

〇以下の基準に適合していない場合 

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）

を策定すること。 

 ・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること。 

  ※令和７年３月３１日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害

に関する具体的計画の策定を行っている場合には、減算を適用しない。訪問系サービス、福祉用

具貸与、居宅介護支援については、令和７年３月３１日までの間、減算を適用しない。 

〇１年間の経過措置期間中に全ての事業所で計画が策定されるよう、事業所間の連携によ

り計画策定を行って差し支えない旨を周知することも含め、小規模事業所の計画策定支援

に引き続き取り組むほか、介護サービス情報公表システムに登録すべき事項に業務継続計

画に関する取組状況を追加する等、事業所への働きかけを強化する。また、県別の計画策

定状況を公表し、指定権者による取り組みを促すとともに、業務継続計画を策定済の施

設・事業所についても、地域の特性に合わせた実効的な内容となるよう、指定権者による

継続的な指導を求める。 

 

 



⑦高齢者虐待防止の推進 

〇利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、全ての介護サービス事業 

者（居宅療養管理指導及び特定福祉用具販売を除く。）について、虐待の発生又はその再 

発を防止するための措置（虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の開催、指針 

の整備、研修の実施、担当者を定めること）が講じられていない場合に、基本報酬を減算 

する。その際、福祉用具貸与については、そのサービス提供の態様が他サービスと異なる 

こと等を踏まえ、３年間の経過措置期間を設けることとする。【告示改正】 

〇施設におけるストレス対策を含む高齢者虐待防止に向けた取組例を収集し、周知を図る 

ほか、国の補助により都道府県が実施している事業において、ハラスメント等のストレス 

対策に関する研修を実施できることや、同事業による相談窓口について、高齢者本人とそ 

の家族だけでなく介護職員等も利用できることを明確化するなど、高齢者虐待防止に向け 

た施策の充実を図る。 

【単位数】 

＜現行＞  ＜改正後＞ 

なし    高齢者虐待防止措置未実施減算 

      所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算する（新設） 

【算定要件等】 

〇虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じられていない場合 

・虐待の防止のための対策を検討するための委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を 

 定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

・虐待の防止のための指針を整備すること。 

・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

・上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

【Ｑ＆Ａ】 

問167 

高齢者虐待が発生していない場合においても、虐待の発生又はその再発を防止するため

のすべての措置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実施、担当者を置くこ

と）がなされていなければ減算の適用となるのか。 

（答）・減算の適用となる。 

   ・なお、全ての措置の一つでも講じられていなければ減算となることに留意するこ 

と。 

問168 

運営指導等で行政機関が把握した高齢者虐待防止措置が講じられていない事実が、発見

した日の属する月より過去の場合、遡及して当該減算を適用するのか。 

（答）過去に遡及して当該減算を適用することはできず、発見した日の属する月が「事実

が生じた月」となる。 

問169 

高齢者虐待防止未実施減算については、虐待の発生又はその再発を防止するための全て

の措置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実施、担当者を置くこと）がなさ

れていない事実が生じた場合、「速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実

が生じた月から三月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告することと



し、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、入居者全員につ

いて所定単位数から減算することとする。」こととされているが、施設・事業所から改

善計画が提出されない限り、減算の措置を行うことはできないのか。 

（答）改善計画の提出の有無に関わらず、事実の生じた月の翌月から減算の措置を行って

差し支えない。当該減算は、施設・事業所から改善計画が提出され、事実が生じた

月から３か月以降に当該計画に基づく改善が認められた月まで継続する。 

問170 

居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な事業所では、実質的に従業員が１名だ

けということがあり得る。このような事業所でも虐待防止委員会の開催や研修を定期的

にしなければならないのか。 

（答）・虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を守るため、関係機関との連

携を密にして、規模の大小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期的に実施

していただきたい。小規模事業所においては他者・他機関によるチェック機能が

得られにくい環境にあることが考えられることから、積極的に外部機関等を活用

されたい。 

   ・例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催にあたっては、法人内の複

数事業所による合同開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開催、関係機関

等の協力を得て開催することが考えられる。 

   ・研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会同様法人内の複数事業所や他委

員会との合同開催、都道府県や市町村等が実施する研修会への参加、複数の小規

模事業所による外部講師を活用した合同開催等が考えられる。 

   ・なお、委員会や研修を合同で開催する場合は、参加した各事業所の従事者と実施

したことの内容等が記録で確認できるようにしておくことに留意すること。 

   ・また、小規模事業所等における委員会組織の設置と運営や、指針の策定、研修の 

企画と運営に関しては、以下の参考例（※）を参考にされたい。 

（※）社会福祉法人東北福祉会認知症研究・研修仙台センター「施設・事業所に 

おける高齢者虐待防止のための体制整備 令和３年度基準省令改正等に伴 

う体制整備の基本と参考例」（令和３年度老人保健健康増進等事業、令和 

４年３月）  

厚生労働省「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(vol.1)」（令和6年3月15日）より 

 

⑧身体的拘束等の適正化の推進 

〇身体的拘束等のさらなる適正化を図る観点から、以下の見直しを行う。 

 ア 短期入所系サービス及び多機能系サービスについて、身体的拘束等適正化のための

措置（委員会の開催等、指針の整備、研修の定期的な実施）を義務付ける。【省令改

正】また、身体的拘束等の適正化のための措置が講じられていない場合は、基本報酬

を減算する。その際、１年間の経過措置期間を設けることとする。【告示改正】 

 イ 訪問系サービス、通所系サービス、福祉用具貸与、特定福祉用具販売及び居宅介護

支援について、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するために緊急やむを得

ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこととし、身体的拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理



由を記録することを義務付ける。【省令改正】 

 

【基準】 

〇短期入所系サービス及び多機能系サービスの運営基準に以下の措置を講じなければなら

ない旨を規定する。 

 ・ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催すると 

ともに、その結果について、介護職員その他従業者に周知徹底を図ること。 

・ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

・ 介護職員その他従業員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施す 

ること。 

〇訪問系サービス、通所系サービス、福祉用具貸与、特定福祉用具販売及び居宅介護支援

の運営基準に以下を規定する。 

・ 利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するために緊急やむを得ない場合を除 

き、身体的拘束等を行ってはならないこと。 

 ・ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並 

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこと。 

 

⑨一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入 

〇利用者の過度な負担を軽減しつつ、制度の持続可能性の確保を図るとともに、福祉用具

の適時・適切な利用、利用者の安全を確保する観点から、一部の福祉用具について貸与と

販売の選択制を導入する。具体的には、要介護度に関係なく給付が可能な福祉用具のう

ち、比較的廉価で、購入した方が利用者の負担が抑えられる者の割合が相対的に高いもの 

①固定用スロープ、②歩行器（歩行車を除く）③単点杖（松葉杖を除く）及び多点杖を対

象とする。【告示改正】  

〇福祉用具の適時・適切な利用、利用者の安全を確保する観点から、貸与と販売の選択制

の導入に伴い以下の対応を行う。 

 ア 選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員又は介護支援専門

員が、福祉用具貸与又は特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できることにつ

いて、利用者等に対しメリット及びデメリットを含め十分説明を行うこととするとと

もに、利用者の選択に当たって必要な情報を提供すること及び医師や専門職の意見、

利用者の身体的状況等を踏まえ、提案を行うこととする。【省令改正・通知改正】

（※）  

 イ 福祉用具貸与について、選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門

相談員が、利用開始後６月以内に少なくとも１回以上モニタリングを行い、貸与継続

の必要性について検討を行うこととする。【省令改正】 

 ウ 特定福祉用具販売について、選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具

専門相談員が、特定福祉用具販売計画を作成後、当該計画における目標の達成状況を

確認することとする。また、利用者等からの要請等に応じて、販売した福祉用具の使

用状況を確認するよう努めるとともに、必要な場合は、使用方法の指導、修理等（メ

ンテナンス）を行うよう努めることとする。【省令改正】 

  （※） 保険者としての追加として、選択制対象品目のうち利用者が実際手に持った

り、操作する形で使用するもの（具体的には②歩行器及び③多点杖）について



は、使用感、重量、操作性など利用者の状況等によって合うものを選定するま

でに時間等を要する場合があるため、すぐに購入につなげるよりは、ある程度

の期間貸与で使用して本人の状況等に合ったものを見定めた後購入いただくの

が望ましいと考える。 

      比較的廉価だとはいえ、購入するとなれば低所得層の方にとっては一時でも

大きな負担となり得るし、購入した後使いにくくて結局使用しない、となれ

ば、保険給付としても無駄の多い状況となるため。 

       購入する場合の手続及び添付書類等については、現存の福祉用具購入費支給 

申請の手続きと同様に手続きいただきたい。複数購入についても、車いす等の 

貸与同様、機能等の都合で屋外と屋内でそれぞれ別なものを使用する場合や、

固定式スロープのように福祉用具種目の性質等から複数個の理由が想定される

場合など合理的な理由があれば可能。申請書にその旨記載し申請願いたい。 

【Ｑ＆Ａ】 

問98 

特定福祉用具販売の種目は、どのような場合に再支給又は複数個支給できるのか。 

（答）居宅介護福祉用具購入費の支給が必要と認める場合については、介護保険法施行規

則第70条第2項において「当該既に購入した特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具

が破損した場合、当該居宅要介護被保険者の介護の必要が著しく高くなった場合そ

の他特別の事情がある場合であって、市町村が当該申請に係る居宅介護福祉用具購

入費が必要と認めるときは、この限りでない」とされており、「その他特別な事

情」とは、利用者の身体状況や生活環境等から必要とみとめられる場合の再支給の

ほか、ロフストランドクラッチやスロープのような種目の性質等から複数個の利用

が想定される場合も含まれる。 

問99 

厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が

定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目（平成11年厚生省告示第94

号）第７項～第９項にそれぞれ掲げる「スロープ」「歩行器」「歩行補助つえ」（以

下、「選択制の対象福祉用具」という。）を施工日以前より貸与している利用者は、施

行日以後に特定福祉用具販売を選択することができるのか。 

（答）貴見のとおりである。なお、利用者が販売を希望する場合は福祉用具貸与事業者、

特定福祉用具販売事業者、居宅介護支援事業者において適切に連携すること。 

問100 

施行日以降より選択制の対象福祉用具の貸与を開始した利用者へのモニタリング時期は

いつになるのか。 

（答）施行日以降に貸与を開始した利用者に対しては、利用開始時から６月以内に少なく

とも１回モニタリングを実施することとしているが、施行日以前の利用者に対しては利用

者ごと適時適切に実施すること。 

問101 

福祉用具専門相談員又は介護支援専門員が提供する利用者の選択に当たって必要な情報

とはどういったものが考えられるか。 

（答）利用者の選択に当たって必要な情報としては、 

   ・利用者の身体状況の変化の見通しに関する医師やリハビリテーション専門職等か



ら聴取した意見 

   ・サービス担当者会議等における多職種による協議の結果を踏まえた生活環境等の

変化や福祉用具の利用機関に関する見通し 

   ・貸与と販売それぞれの利用者負担額の違い 

   ・長期利用が見込まれる場合は販売の方が利用者負担を抑えられること 

   ・短期利用が見込まれる場合は適時適切な福祉用具に交換できる貸与が適している

こと 

   ・国が示している福祉用具の平均的な利用月数（※）等が考えられる。 

     ※選択制の福祉用具の平均的な利用月数（出典：介護保険総合データベース） 

     ・固定用スロープ：１３２ヶ月 

     ・歩行器：１１０ヶ月 

     ・単点杖：１４６ヶ月 

     ・多点杖：１４３ヶ月 

問102 

担当する介護支援専門員がいない利用者から福祉用具貸与事業所又は特定福祉用具販売

事業所に選択制の対象福祉用具の利用について相談があった場合、どのような対応が考

えられるか。 

（答）相談を受けた福祉用具貸与事業所又は特定福祉用具販売事業所は、当該福祉用具は 

貸与と販売を選択できることを利用者に説明した上で、利用者の選択に必要な情報

を収集するために、地域包括支援センター等と連携を図り対応することなどが考え

られる。 

問105 

スロープは、どのような基準に基づいて「福祉用具貸与」、「特定福祉用具販売」、

「住宅改修」に区別し給付すればよいのか。 

（答）取り付けに際し、工事を伴う場合は住宅改修とし、工事を伴わない場合は福祉用具

貸与又は特定福祉用具販売とする。 

問112 

選択制の対象福祉用具を居宅サービス計画又は介護予防サービス計画（以下「居宅サー

ビス計画等」という。）に位置付ける場合、主治医意見書や診療情報提供書に福祉用具

に関する記載がない場合は、追加で医師に照会する必要があるか。 

（答）追加で医師に照会することが望ましいが、主治医意見書や診療情報提供書、アセス 

メント等の情報から利用者の心身の状況を適切に把握した上で、貸与・販売の選択に 

必要な情報が得られているのであれば、必ずしも追加の照会は要しない。 

問113 

福祉用具貸与については、「居宅サービス計画等作成後、利用者が継続して福祉用具貸

与を受ける必要性について検証し、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合に

は、その理由を再び居宅サービス計画等に記載しなければならないことになっており、

選択制の対象福祉用具の貸与を行った場合、福祉用具専門相談員が少なくとも６月以内

にモニタリングを行い、その結果を居宅サービス計画等を作成した指定居宅支援事業者

等に報告することとされているが、居宅サービス計画等の見直し又は継続理由の記載に

ついては福祉用具専門相談員のモニタリングと同様に６月以内に行う必要があるのか。 

（答）必ずしも６月以内に行う必要はないが、福祉用具専門相談員からモニタリングに関



する情報提供があった後、速やかに居宅サービス計画等の見直し又は継続理由の記

載を行うこと。 

厚生労働省「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(vol.1)」（令和6年3月15日）より 

問3 

福祉用具貸与計画の実施状況の把握（モニタリング）を行う時期を記載することとされ

たが、計画に記載する事項として、モニタリングの実施を予定する年・月に加え、日付

を記載する必要があるのか。 

（答）福祉用具貸与計画における次回のモニタリング実施時期については、例えば「何年 

何月頃」や「何月上旬」等の記載を想定しており、必ずしも確定的な日付を記載する

必要はない。一方で、利用者の身体状況やＡＤＬに著しい変化が見込まれる場合等、

利用者の状況に応じて特定の日に実施する必要があると判断されるときは日付を記載

することも考えられる。 

問5 

選択制の対象となる福祉用具を購入したのちに、修理不能の故障などにより新たに必要

となった場合、特定福祉用具販売だけでなく福祉用具貸与を選択することは可能か？ま

た、販売後に身体状況の変化等により、同じ種目の他の福祉用具を貸与することは可能

か。 

（答）いずれも可能である。なお、福祉用具の販売又は貸与のいずれかを提案するに当た

っては、利用者の身体の状況等を踏まえ、十分に検討し判断すること。 

問6 

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のリハビリテーション専門職から医学的所見を

取得しようとする場合、利用者を担当している福祉用具貸与事業所にリハビリテーショ

ン専門職が所属していれば、その職員から医学的所見を取得することは可能か。 

また、利用者を担当している福祉用具専門相談員が、理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士の資格を所持している場合は、当該福祉用具専門相談員の所見をもって医学的所

見とすることは可能か。 

（答）選択制の提案に必要な医学的所見の取得に当たっては、利用者の身体状況や生活環

境等の観点から、利用者の過去の病歴や身体状況等を把握している専門職から聴取

することを想定しており、例えば、質問で挙げられている職員が、医師との連携の

もと利用者の入院期間中にリハビリテーションを担当している場合や、利用者に訪

問リハビリテーションも提供している場合等であれば可能である。 

問8 

一度貸与を選択した利用者に対して、一定期間経過後に、再度貸与の継続または販売へ

の移行を提案する場合において、改めて医師やリハビリテーション専門職から医学的所

見を取得する必要があるのか？ 

（答）販売への移行を提案する場合においては、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士のいずれかから聴取した意見又は、退院・退所時カンファレンス又はサービス

担当者会議といった多職種による協議の結果を踏まえる必要がある。貸与の継続に

当たっては、必要に応じて聴取等をするものとして差し支えない。 

問9 

選択制対象福祉用具に関しての中古品の販売は可能か。 

（答）今般の選択制の導入以前から特定福祉用具販売の対象になっている福祉用具は、再



利用に心理的抵抗感が伴うものや、使用により形態・品質が変化するものであり、

基本的には中古品の販売は想定していない。 

   また、選択制の導入に伴い、「固定用スロープ」「歩行器」「単点杖」「多点杖」

が新たに特定福祉用具販売の対象となったが、これらについても原則として新品の

販売を想定している。これは、福祉用具貸与では中古品の貸出しも行われていると

ころ、福祉用具貸与事業所によって定期的なメンテナンス等が実施され、過去の利

用者の使用に係る劣化等の影響についても必要に応じて対応が行われる一方で、特

定福祉用具販売では、販売後の定期的なメンテナンスが義務付けられていないこと

等を踏まえたものである。 

厚生労働省「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(vol.5)」（令和6年4月30日）より 

 

⑩公正中立性の確保のための取組の見直し 

〇事業者の負担軽減を図るため、次に掲げる事項に関して利用者に説明し、理解を得るこ 

とを居宅介護支援事業者の努力義務とする。【省令改正】 

 ア 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型型通 

所介護及び福祉用具貸与の各サービスの割合 

 イ 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所 

介護、福祉用具貸与の各サービスにおける、同一事業者によって提供されたものの割 

合 

【基準】 

＜現行＞ 

 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、 

あらかじめ、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成され 

た居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与 

及び地域密着型通所介護（以下、「訪問介護等」という。）がそれぞれ 

位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指 

定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付け 

られた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅介護サービス事業 

者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める 

割合等につき説明を行い、理解を得なければならない。 

 

 

＜改正後＞ 

 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、 

あらかじめ、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護 

支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介 

護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下、「訪問介 

護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占 

める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された 

居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一 

の指定居宅介護サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者に 

よって提供されたものが占める割合等につき説明を行い、理解を得るよう 



努めなければならない。 

 

【Ｑ＆Ａ】 

問120 

今回の改定において、ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、利用者に、

前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、

福祉用具貸与（以下、「訪問介護等」という。）の各サービスの利用割合及び前６か月間

に作成したケアプランにおける、訪問介護等の各サービスの、同一事業者によって提供さ

れたものの割合（以下、訪問介護等の割合等）の説明をおこなうことが努力義務とされた

が、具体的な説明方法として、どのような方法が考えられるか。 

（答）・例えば、以下のように重要事項説明書等に記載し、訪問介護等の割合等を把握で

きる資料を別紙として作成し、居宅介護支援の提供の開始において示すとともに

説明することが考えられる。 

     ・なお、「同一事業者によって提供されたものの割合」については、前６か月間に

作成したケアプランに位置付けられた訪問介護等の各事業所における提供回数の

うち（※同一事業所が同一利用者に複数回提供してもカウントは１）、同一事業

者によって提供されたものの割合であるが、その割合の算出に係る小数点以下の

端数処理については、切り捨てても差し支えない。 

厚生労働省「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(vol.3)」（令和6年3月29日）より 

 



１.（１）① 居宅介護支援における特定事業所加算の見直し②

算定要件等

算定要件
（Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅲ） （A）

519単位 421単位 323単位 114単位

（１）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置していること。
※利用者に対する指定居宅介護支援の提供に支障がない場合は、当該指定居宅介護支援事業所の他の職
務と兼務をし、又は同一敷地内にある他の事業所の職務と兼務をしても差し支えない。

２名以上 １名以上 １名以上 １名以上

（２）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を配置していること。
※利用者に対する指定居宅介護支援の提供に支障がない場合は、当該指定居宅介護支援事業所の他の職
務と兼務をし、又は同一敷地内にある指定介護予防支援事業所の職務と兼務をしても差し支えない。

３名以上 ３名以上 ２名以上
常勤・非常勤
各１名以上

（３）利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期
的に開催すること

○

（４）24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保していること ○
○

連携でも可

（５）算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５であ
る者の占める割合が100分の40以上であること

○ ×

（６）当該指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること。 ○
○

連携でも可

（７）地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な事例
に係る者に指定居宅介護支援を提供していること

○

（８）家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、障害者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以外
の対象者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加していること

○

（９）居宅介護支援費に係る運営基準減算又は特定事業所集中減算の適用を受けていないこと ○

（10）指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利用者数が当該指定居宅介護支
援事業所の介護支援専門員１人当たり45名未満（居宅介護支援費（Ⅱ）を算定している場合は50名未
満）であること

○

（11）介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力又は
協力体制を確保していること（平成28年度の介護支援専門員実務研修受講試験の合格発表の日から適
用）

○
○

連携でも可

（12）他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等を実施していること ○
○

連携でも可

（13）必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービスを含む）が
包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成していること

○
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